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豪雨災害時の避難勧告等に
かかわる近年の実態・動向と
Ｌアラートへの期待
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豪雨災害における避難勧告
（H26年:広島市）

避難勧告等の発令が、
災害発生よりも後に
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避難勧告等の判断・伝達マニュアル
作成ガイドライン（平成26年度）

 土砂災害
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土砂災害への
警戒の呼びかけに
関する検討会

(国土交通省、気象庁)
第1回資料

土砂災害
（災害の発生状況）

警報情報に
頼るだけでは..



避難勧告等の判断・伝達マニュアル
作成ガイドライン（平成26年度）

 洪水（指定洪水予報河川、水位周知河川）
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洪水による大きな被害が想
定される浸水想定区域（水防
法第14条）については、避難
判断水位（特別警戒水位）
（水防法第13条）等を指標と
して判断する。
なお、判断に当たっては、
上流域の状況、
気象台や河川管理者の助言、
現場の巡視報告、
通報
等を参考に
総合的かつ迅速に行なう。

中小河川では、
基準水位の設定はない

自治体職員には、
多様な情報収集が
求められている



避難勧告等の判断・伝達マニュアル
作成ガイドライン（平成26年度）

 ガイドラインの改訂などで、自治体での
避難勧告等の発令基準の具体化を促進

 多様な情報収集も必要

 避難勧告等
の情報内容
も詳細化の方向

静岡大学調査（Ｈ２４）
0人 1人 2人 3人以上

3人以上

0人

0人

3人以上

防災部署の専任職員数
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自治体職員の責務は
大きいが…

出す・出さない、タイミングだでなく…



災害対策基本法の改正
（H25.6）

”避難場所”“避難行動” の分類

「避難行動要支援者」の対策
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避難勧告等の判断・伝達マニュアル
作成ガイドラインの改訂（H26.4）
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豪雨災害における被害
（Ｈ21年台風第9号）

×

夜間、水が溢れてた後に、
（収容）避難所に
逃げる途中で遭難

小さな河川の洪水なら、
家屋内の高層階に避難でも有効なのでは

とりわけ溢水後は、むしろ難を避けられるか 10



豪雨災害における避難勧告
（H26年:広島市）

谷の出口では、
立ち退き避難が必要

下流部では、
屋内退避（２Ｆ）も有効 11



島に残っていたら、あの豪雨が降る中
で、（立ち退き）避難勧告を出すべきだっ
たか、今も悩む。
実際に、家の外に出ていた消防団経
験者が「様子を見てくる」と言って亡くな
っている。
悔いているのは、前の日の段階で何ら
かの行動を取ってもらうように出来なか
ったか。防災行政無線の放送で、もっと
注意を喚起することはできなかったか。
犠牲になった方を少しでも減らせたかも
知れない。

「市町村長による危機管理の要諦」（消防庁）

豪雨災害における避難勧告
（H25年:伊豆大島）
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総合的な土砂災害対策の
推進について 報告（Ｈ２７）

総合的な土砂災害対策の推進について（報告） 参考資料(国土交通省）

時間の推移（警戒期、発災直前・後）と
場所の違い（谷の出口、下流、河川の規模等）によって、
適切な避難行動が異なる

伝えるべき
避難情報の中身
が変わる 13



土砂災害への警戒の呼びかけ
に関する検討会
(国土交通省、気象庁)
第3回資料 に加筆

土砂災害への警戒の呼びかけ
に関する検討会

指定緊急避難場所

指定緊急避難場所

緊急的な退避場所

緊急的な退避場所

緊急的な退避場所

屋内におけ
る安全確保
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小エリアへの
避難情報の発信

避難行動の指南
のほか
住民が自己判断できる
状況情報の提供も

総合的な土砂災害対策
の推進について（報告）
概要(国土交通省）
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Ｌアラートへの期待
（避難情報の伝達の観点から）

「災害時等の情報伝達の共通基盤の在り方に関する研究会」報告書概要より抜粋



Ｌアラートへの期待
（避難情報の伝達の観点から）

 「情報を一人ひとりにすばやく届け」

 多様な災害の「アラート」を、多様な人々に遍く届ける

 遠地津波、高潮など、早期アラートが重要な災害

 情報弱者（車両移動者、外国人、障害者等）への伝達
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Ｌアラートへの期待
（避難情報の伝達の観点から）

 自治体からの確実な入力のために

 合同での災害広報訓練（情報伝達訓練、
状況付与型模擬訓練）、地域連絡会の活動の充実

 避難情報等の文例集の提供（事例データベース化？）

 都道府県等による確認・補正・代行入力等
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Ｌアラートへの期待
（避難情報の伝達の観点から）

 Ｇ空間情報との連携強化

 リアルタイム防災情報ＧＩＳシステムとの役割分担・連携

 テキストデータ（コード）をキーとしたＧＩＳデータとの対応

 町丁目コード、郵便番号等とポリゴンデータとの対応

 施設コード（駅、路線）と、ポイント・ラインデータとの対応
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国土数値情報
（国交省）

バスルート
鉄道、駅 等



Ｌアラートへの期待
（避難情報の伝達の観点から）

 Ｇ空間情報との連携強化

 事前に構築する、関連ＧＩＳデータベースとの連携

 全国で共通的に整備されるデータ
（指定避難所、土砂災害警戒区域 など）

→ 国の国土数値情報などで全国的に網羅され、
汎用性の高いサービスでの提供？

 自治体・地域ごとに作成される地域性の高いデータ
（緊急的な退避場所、津波の避難ルートなど）

→ 自治体のオープンデータで各地域ごとに作成され、
各自治体の独自サービスでの提供？

（〇〇市防災アプリ、〇〇町観光アプリ等）
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港区防災アプリ

→技術情報、優良事例など自治体が参考にできる資料




